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今後の地方自治制度のあり方に関する答申 
 
前 文 
（略） 

 
第１ 基礎自治体のあり方 
 
１ 地方分権時代の基礎自治体の構築 
（略） 

 
２ 市町村をめぐる状況 
（略） 

 
３ 合併特例法期限到来後における分権の担い手としての基礎自治

体 
(1) 平成 17年 4月以降の合併推進の手法 
① 現行の合併特例法の失効（平成 17年 3月 31日）後は、新
しい法律を制定し、一定期間さらに自主的な合併を促すこと

とする必要がある。この法律は、合併に関する障害を除去す

るための特例を中止に定め、現行法における合併特例債等の

ような財政支援措置はとらないこととすべきである。 
 なお、現行の合併特例法は延長しないことを前提に、平成

17 年 3 月 31 日までに関係市町村が当該市町村議会の議決を
経て都道府県知事への合併の申請を終え、平成 18 年 3 月 31
日までに合併したものについては、合併特例法の規程を引き

続き適用する旨の経過措置を置くことが適当である。 
（略） 



(2) 市町村合併に関連する多様な方策 
① 合併後の基礎自治体における地域自治組織制度の活用 
 合併後、総じて規模が大きくなる基礎自治体内において住

民自治を強化する観点や、住民に身近なところで住民に身近

な事務を住民の意向を踏まえつつ効果的に処理するという観

点から、基礎自治体の事務のうち地域共同的な事務等を処理

するため、下記４（1）の地域自治組織（仮称。以下同じ。）
の制度を活用することが考えられる。 
 なお、合併に際して地域自治組織を活用するときは、合併

後の一定期間、下記４(2)②の法人格を有する地域自治組織を
旧市町村単位に設置することができる等の特例を設けること

が適当である。 
 この制度を活用することにより、合併後の基礎自治体は、

合併前の旧市町村のまとまりも活かした包括的な基礎自治体

ともいうべき形態をとることが可能となる。併せて、地域自

治組織に旧市町村の名称を冠することによって、合併前の名

称を残すことも可能となる。 
 市町村は、前述のとおり、その自主的な判断により、基礎

自治体内の地域自治組織を設置できることとするが、都道府

県知事も合併に際して、一定の場合に小規模な市町村等を対

象として、その市町村を単位とする地域自治組織を設置する

ことを勧告することができるものとすべきである。 
（略） 

 

４ 基礎自治体における住民自治充実や行政と住民との協働推進の

ための新しい仕組み 
(1) 地域自治組織の制度化 
（略） 

 



(2) 地域自治組織の仕組み 
 地域自治組織は、区域内に住所を有する者が当然にその構成

員となるものとし、具体的な仕組みは以下のとおりとすること

が考えられる。 
① 一般制度としての地域自治組織の仕組み 
ア 基本的な機能と組織 
 一般制度としての地域自治組織は、住民に身近なところ

で住民に身近な基礎自治体の事務を処理する機能と住民の

意向を反映させる機能、さらに行政と住民や地域の諸団体

等が協働して担う地域づくりの場としての機能を有するも

のとし、基礎自治体の一部として事務を分掌するものとす

る。 
 地域自治組織の機関として、地域協議会（仮称。以下同

じ。）及び地域自治組織の長を置くこととする。また、地域

自治組織には事務所を置き、支所、出張所的な機能と地域

協議会の庶務を処理する機能を担わせることとする。 
 なお、区域をはじめ各地域自治組織の基本的な事項は、

基礎自治体の条例で定めることとするが、市町村合併に際

して地域自治組織を設置する場合は、条例に代えて、あら

かじめ合併協議によって定めることができることとする。 
イ 地域協議会 

(ｱ) 役割 
 地域協議会は、住民に基盤を置く機関として、住民及

び地域に根ざした諸団体等の主体的な参加を求めつつ、

多様な意見の調整を行い、協働の活動の要となる。また、

地域協議会は、地域自治組織の区域に係る基礎自治体の

事務に関し、基礎自治体の長その他の機関及び地域自治

組織の長の諮問に応じて審議し、又は必要と認める事項

につき、それらの機関に建議することができることとす



る。 
 なお、基礎自治体の判断により、地域自治組織の区域

に係る基礎自治体の予算、基本構想、重要な施設の設置

及び廃止等一定の事項については、基礎自治体の長に必

ず地域協議会の意見を聴くよう求めることが考えられる。 
(ｲ）構成員の選任等 
 地域協議会の構成員は、基礎自治体の長が選任する。 
 (ｱ)で述べた地域協議会の役割から、構成員の選任に当
たっては、自治会、町内会、ＰＴＡ、各種団体等地域を

基盤とする多様な団体から推薦を受けた者や公募による

住民の中から選ぶこととするなど、地域の意見が適切に

反映される構成となるよう配慮する必要がある。 
 なお、地域協議会は、住民の主体的な参加を期待する

ものであることから、その構成員は、原則として無報酬

とする。 
ウ 地域自治組織の長 

(ｱ) 役割 
 地域自治組織の長は、地域自治組織を代表し、地域協

議会との緊密な連携の下、地域協議会によりとりまとめ

られた地域の意見を踏まえ、地域の実情に応じたきめ細

かな事業・施策を実施する役割を担うものとする。 
(ｲ) 選任 
 地域自治組織の長は、基礎自治体の長が選任する。 
エ 財源 
 地域自治組織が、地域協議会の意見を尊重しつつ必要な

事業が実施できるよう、必要な予算を確保するなど、基礎

自治体において地域自治組織の財源について所要の措置を

講じることが期待される。 
 



② 合併に際して設置される地域自治組織（法人格を有する。）

の仕組み 
 市町村合併に際しても、①の一般制度としての地域自治組

織を設置することはできるが、合併後の一定期間、合併前の

旧市町村のまとまりにも特に配慮すべき事情がある場合は、

特別地方公共団体である地域自治組織（法人格を有する。）を

設置できることとすることが適当である。 
 このタイプの地域自治組織についても、①の地域自治組織

と同様の役割が期待されるところであり、その組織について

も、①と同様、地域協議会と地域自治組織の長を置くほか、

事務所を置くこととする。 
 ①との相違点を中心とした制度の仕組みは以下のとおりで

ある。 
ア 設置 
 合併協議により規約を定め、合併後の一定期間、合併前

の旧市町村単位に設けることができることとする。 
 なお、法人格を有することから、設置に当たって都道府

県知事が認可等所要の関与を行う必要がある。 
イ 事務の考え方 
 地域自治組織は、法令により処理が義務づけられていな

い基礎自治体の事務のうち、その地域自治組織の区域に係

る地域共同的な事務であって規約で定めるものを自らの事

務として処理する。 
 また、地域自治組織の機関が基礎自治体の補助機関の地

位を兼ねることなどにより、法令により基礎自治体が処理

することが義務づけられている事務を地域自治組織におい

て処理することもできるものとする。 
ウ 組織等 
 地域協議会は、地域自治組織の予算等を決定するほか、



必要と認める事項につき基礎自治体の長その他の機関に建

議することができることとする。 
 地域協議会の構成員の選出方法は、地域の自主性を尊重

する観点から、規約で定めることとする。なお、構成員は、

①と同様、原則として無報酬とする。 
 地域自治組織の長は、基礎自治体の長が選任するものと

する。 
 地域自治組織の事務局の職員は、基礎自治体からの派遣

又は兼務を原則とし、必要な場合には、臨時の職員を採用

できることとする。 
エ 財源 
 基礎自治体の事務の一部を処理するための財源は、基礎

自治体からの移転財源によることとし、基礎自治体は地域

自治組織の円滑な事務運営のための財源を確保するよう配

慮するものとする。 
 課税権と地方債の発行権限は有しないこととし、地方交

付税の交付対象団体ともしないこととする。 
 なお、地域自治組織が上記の移転財源による財源見合い

の事務以外の事務を実施することを認める場合には、何ら

かの住民の負担によることができることとすることを検討

する必要がある。 
 
 

（以下略） 

 


